
訪問介護の人員基準について

【訪問介護】

１ サービス提供責任者の配置基準

(1) 常勤換算方法を使用しない場合

サービス提供責任者は，利用者の数が４０又はその端数を増すごとに１

以上の常勤者の配置が必要です。

利用者数 必要数

利用者数≦ ４０人 常勤１人以上

４０人＜利用者数≦ ８０人 常勤２人以上

８０人＜利用者数≦１２０人 常勤３人以上

１２０人＜利用者数≦１６０人 常勤４人以上

１６０人＜利用者数≦２００人 常勤５人以上

２００人＜利用者数≦２４０人 常勤６人以上

２４０人＜利用者数≦２８０人 常勤７人以上

(2) 常勤換算方法を使用する場合（利用者の数が４０人を超える場合のみ）

サービス提供責任者の配置は，次の基準を満たす必要があります。

ア 常勤換算方法で，利用者数÷４０（少数第一位に切上げ）以上配置す

ること。

イ 非常勤者は，常勤換算で０．５以上の勤務時間がある者に限ること。

ウ 利用者の数が４０人超２００人以下の場合 （１）により計算される

数から１を引いた数以上の常勤者を配置すること。

エ 利用者の数が２００人超の場合 （１）により計算される数の３分の

２（１の位に切上げ）以上の常勤者を配置すること。

利用者数 必要常勤換算数 必要常勤者数

７０人 70÷40=1.75→ １．８以上 2－1→ １人以上

１１０人 110÷40=2.75→ ２．８以上 3－1→ ２人以上

１５０人 150÷40=3.75→ ３．８以上 4－1→ ３人以上

１９０人 190÷40=4.75→ ４．８以上 5－1→ ４人以上

２３０人 230÷40=5.75→ ５．８以上 6×2÷3→ ４人以上

２７０人 270÷40=6.75→ ６．８以上 7×2÷3

＝4.66...→

５人以上



(3) 利用者数の算定等について

ア 利用者数は，前３月の平均値とします（新規指定・再開時は推定数）。

※平均値＝前３月の暦月ごとの実利用者数の合計÷３

イ 通院等乗降介助のみを利用した利用者は，０．１人として計算します。

ウ 同一の事業所が障害者に係る居宅介護等（居宅介護，同行援護，行動

援護又は重度訪問介護をいう。以下同じ。）の指定を受けている場合は，

次のいずれかの方法により計算します。

(ｱ) 介護保険の訪問介護の利用者数と，障害者に係る居宅介護等（重度

訪問介護については利用者数が１０人以下の場合に限る。）の利用者

数を合計し，４０人ごとに１以上サービス提供責任者を配置

(ｲ) 介護保険の訪問介護の利用者数と，障害者に係る居宅介護等の利用

者数を別々に合計し，それぞれの基準により必要となるサービス提供

責任者の員数の合計数以上を配置

(4) 平成２７年度からの変更点

平成２７年度改正により，次の全ての要件を満たす事業所については，

サービス提供責任者の員数を，利用者の数が５０又はその端数を増すごと

に１以上とすることができます。（具体的な員数は，下表のとおり）

ア 常勤のサービス提供責任者を３人以上配置すること。

イ サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置して

いること。具体的には，当該主として従事する者が当該事業所の訪問介

護員として行ったサービス提供時間（事業所における待機時間や移動時

間を除く。）が１月当たり３０時間以内であること。

ウ サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われていること。具体的

には，基準上サービス提供責任者が行う業務として規定されているもの

（※）について，省力化・効率化が図られていることが必要であり，例

えば，以下のような取組（いずれかの取組を実施すれば可）が行われて

いることをいうものであること。

(ｱ) 訪問介護員の勤務調整（シフト管理）について，業務支援ソフトな

どの活用により，迅速な調整を可能としていること。

(ｲ) 利用者情報（訪問介護計画やサービス提供記録等）について，タブ

レット端末やネットワークシステム等のＩＴ機器・技術の活用により，

職員間で円滑に情報共有することを可能としていること。

(ｳ) 利用者に対して複数のサービス提供責任者が共同して対応する体制



（主担当や副担当を定めている等）を構築する等により，サービス提

供責任者業務の中で生じる課題に対しチームとして対応することや，

当該サービス提供責任者が不在時に別のサービス提供責任者が補完す

ることを可能としていること。

※ 基準上サービス提供責任者が行う業務として規定されているもの

１ 訪問介護計画の作成及び変更に関する業務

２ 指定訪問介護の利用の申込みに係る調整をすること。

３ 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的に把握すること。

４ サービス担当者会議への出席等により、居宅介護支援事業者等と連携を

図ること。

５ 訪問介護員等（サービス提供責任者を除く。以下この※において同

じ。）に対し、具体的な援助目標及び援助内容を指示するとともに、利用

者の状況についての情報を伝達すること。

６ 訪問介護員等の業務の実施状況を把握すること。

７ 訪問介護員等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施すること。

８ 訪問介護員等に対する研修、技術指導等を実施すること。

９ その他サービス内容の管理について必要な業務を実施すること。

※ (4)の特例を使用した場合のサービス提供責任者の必要数

利用者数 必要数 常勤換算方法を使用す

る場合の必要数

利用者数≦ ５０人 常勤３人以上 常勤３人以上

５０人＜利用者数≦１００人 常勤３人以上 常勤３人以上

１００人＜利用者数≦１５０人 常勤３人以上 常勤３人以上

１５０人＜利用者数≦２００人 常勤４人以上 常勤３人以上

２００人＜利用者数≦２５０人 常勤５人以上 常勤４人以上

２５０人＜利用者数≦３００人 常勤６人以上 常勤４人以上

３００人＜利用者数≦３５０人 常勤７人以上 常勤５人以上

備考 常勤換算方法を使用する場合の必要常勤換算数は，利用者数÷５０（少数

第一位に切上げ）以上。なお，非常勤者は，常勤換算で０．５以上の勤務時間

がある者に限ること。

２ サービス提供責任者の資格

サービス提供責任者は，次のいずれかの資格が必要です。

(1) 介護福祉士

(2) 実務者研修修了者

(3) 旧・介護職員基礎研修課程修了者



(4) 旧・ホームヘルパー１級課程修了者

(5) ３年以上介護等の業務に従事した介護職員初任者研修課程修了者（旧・

ホームヘルパー２級課程修了者を含む。）

※（５）の介護職員初任者研修課程修了者をサービス提供責任者とした場

合，減算となります。

３ サービス提供責任者の専従要件について

サービス提供責任者は，原則専従配置が必要です。有料老人ホーム等の施

設と併設している場合，当該施設の職員と兼務することはできません。

併設施設の職員として勤務する場合は，訪問介護及び併設施設のそれぞれ

において，非常勤専従職員（兼業）とする必要があります。この場合，訪問

介護として勤務する時間が常勤換算で０．５以上必要なことに注意してくだ

さい。

＜サービス提供責任者が兼務可能な職種＞

(1) 訪問介護の管理者

(2) 同一敷地内の定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務

(3) 同一敷地内の夜間対応型訪問介護事業所の職務

(4) 同一の事業所が障害者に係る居宅介護等の指定を受けている場合は，当

該居宅介護等のサービス提供責任者

４ 訪問介護員等の配置基準

訪問介護員等は，常勤換算方法で２．５以上の配置が必要です。

この場合において，次の事項に留意してください。

(1) 管理者と兼務する場合は，管理者として勤務する時間を除くこと。

(2) サービス提供責任者としての時間も，勤務時間に含めることができるこ

と（サービス提供責任者として常勤専従で勤務していれば，「１」として

計算）。

(3) １人の職員について，常勤換算方法上，評価できる数値は，「１」が最

大であること。

(4) 利用者がいない場合であっても，２．５以上の人員を確保する必要があ

ること。

(5) 同一の事業所が障害者に係る居宅介護等の指定を受けている場合は，次



の点に留意すること。

ア 介護保険の被保険者に対してサービスを提供し，なお，人員に余力が

ある場合に限り，常勤換算方法の計算において，居宅介護等に従事した

時間も算入しても差し支えないこと。

イ 訪問介護の提供に当たる訪問介護員等の員数が常勤換算方法で２．５

に満たない場合であって，居宅介護等の提供を行うことにより，介護保

険の被保険者の申込に応じて訪問介護の提供ができないときは，訪問介

護の提供拒否の正当な理由には該当しないこと。

ウ 訪問介護の管理者と，居宅介護等との管理者は，管理者としての業務

に支障がなければ兼務可能であること。

エ 訪問介護と居宅介護等との経理を明確に区分して実施すること。

５ 訪問介護員等の配置が不足する場合

訪問介護員等の配置が不足する場合は，速やかに市に相談してください。


